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教育学部養護教諭養成課程 養成する人材像及び３つのポリシーの相関

養成する
人材像

幼児・児童・生徒の心身の発達を長期的・連続的かつ多面的・多角的な視点から理解し支援するための確かな専門性と、現代社会の複
雑で多様な教育課題に柔軟に対応できるしなやかな実践力を兼ね備えた、人間性の豊かな学校教員の養成を目的に、養護教諭養成課程
では、広い視野、深い教養と思いやりの心をもった豊かな人間性を基盤とした養護教諭を養成する

ディプロマ・
ポリシー（DP）

カリキュラム・
ポリシー（CP）

アドミッション・
ポリシー（AP）

［DP1］発達途上にある
子どもたちの体と心の
問題に対して、専門的
な立場から理解し、実
践的に対応・指導でき
る

［DP2］健康管理、健康
教育、健康相談活動に
関する専門的知識を身
に付け、課題を分析し、
解決するために活用で
きる

［DP3］子どもたちの体
と心の諸問題を広い視
野で多面的に捉え問題
を解決することができ
る

［DP4］学校内外の人た
ちと、協働しながら解
決していくためのコ
ミュニケーションがで
きる

［CP1］教養教育におい
て、教員等に求められ
る資質能力を高めるた
めに、豊かな人間性の
基盤となる広い視野と
深い教養を身に付ける
科目を修得する

［CP2］養護教諭に求め
られる資質能力を高め
るために、必要な知
識・技術を学ぶ専門科
目及び発達途上にある
子どもたちを専門的立
場から理解し、教育方
法等の理論と技術を修
得する教職専門科目等
から総合的に学修する

［CP3］保健管理、保健
教育、健康相談活動、
保健室経営、保健組織
活動に当たる養護教諭
に必要な専門的内容に
ついて体系的、段階的、
個別的にバランスよく
学修する

［CP4］４年間にわたる
学修の集大成として、
学生自ら定めた研究課
題について取り組む卒
業研究を修得する

［AP1］養護教諭を目指
す強い意志と情熱を持
ち、子どもの心身の発
達、健康課題、健康管
理、健康教育に関心を
有する

［AP2］自ら学ぼうとす
る学習意欲があり、高
等学校までの教科（例
えば国語・数学・外国
語等）の基礎的知識・
技能を活用して問題を
解決できる能力を持つ
人

［AP3］子どもの教育と
社会的活動に幅広い興
味と関心を有する人

［AP4］必要なコミュニ
ケーション能力と協調
性を備えている人
5.主体性を持って多様
な人々と協働して学ぶ
態度を有する人
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必選区分

1 解剖学 必修 2.0 ○ ◎ ○ ○
1 生理学 必修 2.0 ○ ◎ ○ ○
2 生理学実習 選択 2.0 ○ ◎ ○ ○
2 微生物学・免疫学 必修 2.0 ◎ ◎ ○ ○ ○
2 薬理学 必修 2.0 ○ ◎
2 病理学 選択 2.0 ○ ◎ ○ ○ ○
1 生化学 選択 2.0 ○ ◎ ○ ○
2  栄養学(食品学を含む｡) 必修 2.0 ○ ◎ ○ ○
2 看護学概説Ⅰ 必修 2.0 〇 ◎ ○
3 看護学概説Ⅱ 必修 1.0 ○ ◎ ○ ○
3 看護学概説Ⅲ 選択 1.0 ○ ◎ ○ ○
3 看護学実習Ⅰ 必修 1.0 ○ ◎ ○ ○
3 看護学実習Ⅱ 必修 1.0 ◎ ○ ○
2 内科学 選択 2.0 ○ ◎ ○ ○ ○
2 皮膚科学 選択 1.0 ◎ ◎
3 小児科学 選択 2.0 ◎ ○
2 外科学 必修 1.0 ○ ◎
2 整形外科学 選択 1.0 ◎ ◎
2 眼科学 選択 1.0 ◎ ○
2 歯科学 選択 1.0 ○ ◎
2 耳鼻咽喉科学 選択 1.0 ◎ ◎
2 産婦人科学 選択 1.0 ◎ ○ ○ ○
3 精神保健学 必修 2.0 ◎ ◎ ◎
3 臨床実習Ⅰ 必修 3.0 ◎ ◎
4 臨床実習Ⅱ 選択 1.0 ◎ ◎
2 学校保健Ⅰ(小児保健を含む｡) 必修 2.0 ◎ ○
2 学校保健Ⅱ 選択 1.0 ◎ ○ ○
4 学校保健Ⅲ 選択 1.0 ◎ 〇
1 養護学概論Ⅰ 必修 2.0 ◎ 〇
2 養護学概論Ⅱ 必修 2.0 ◎ 〇
1 衛生学 必修 2.0 ○ ◎ ○
1 公衆衛生学Ⅰ 必修 2.0 ○ ◎ 〇 〇
2 公衆衛生学Ⅱ 選択 1.0 ○ ◎ ○
3 公衆衛生学実習 選択 2.0 ○ ◎ ○ ◎ ○
3 予防医学 必修 1.0 ◎ ○
3 学校救急処置Ⅰ 必修 1.0 ◎ ○ ○
3 学校救急処置Ⅱ 必修 1.0 ◎ ○ ○
3 学校安全 必修 1.0 ◎ 〇 〇

科目区分 年次 科目名
主専攻

教育保健
養護に関
する科目

単位数

学修成果

教育学部養護教諭養成課程 カリキュラム・マップ

養護に関
する科目

基礎医科学

臨床医科学・
看護学

◎学修成果の各項目と強い相関があるもの
○学修成果の各項目と中程度の相関があるもの
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3 健康相談活動の理論 必修 2.0 ◎ 〇
3 健康相談活動の方法 選択 2.0 ◎ 〇 〇
2 中等保健科指導法Ⅰ 必修 2.0 ◎ 〇 〇 〇
3 中等保健科指導法Ⅱ 必修 2.0 ◎ 〇 〇 〇
3 中等保健科指導法Ⅲ 選択 2.0 ◎ 〇 〇 〇
3 中等保健科指導法Ⅳ 選択 2.0 ◎ 〇 〇 〇

3・4 性に関する指導 選択 1.0 ◎ ○
1 教育原理A（理念及び思想） 必修 1.0 ◎ ◎ ◎ ◯
1 教育原理B（歴史・制度） 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯
1 教職入門 必修 2.0 ◯ ◯ ◯ ◯
1 現代の教育と社会A 必修 1.0 ◎ ◎ ◎ ◯
1 現代の教育と社会B 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯
1 教育心理学A（学習） 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯
1 教育心理学B（発達） 必修 1.0 ◯ ◎ ◯ ◯ ◯
3 特別支援教育の基礎 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯
3 特別支援教育の展開 必修 1.0 ◎ ◯
2 教育課程論 必修 1.0 ◎ ◯
2 道徳教育の理論 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◎
2 道徳教育の実践 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯

2
特別活動及び総合的な学習の時
間の指導法

必修 2.0 ◎ ◎ ◎

2 教育方法学 必修 1.0 ◯ ◯ ◯ ◯
2 教育とICT活用 必修 1.0 ◯ ◯ ◎
2  生徒指導と学校カウンセリング 必修 2.0 ◯ ◯ ◯ ◯
3 教育相談の理論及び方法 必修 1.0 ◯ ◎ ◯ ◯ ◯
3 進路指導及びキャリア教育の理論及び方法 必修 1.0 ◯ ◎ ◯ ◯ ◯

3・4 事前・事後指導 選択 1.0 ◯ ◎
3・4 中等教育実習Ｉ 選択 2.0 ◯ ◯ ◎
3・4 中等教育実習Ⅱ 選択 2.0 ◯ ◯ ◎
3・4 養護実習 必修 5.0 ◎ 〇 〇 〇

4 教職実践演習（養護教諭） 必修 2.0 ◎ 〇 〇 〇
4 教職実践演習（幼・小・中・高） 選択 2.0 〇

2・3・4 教育実践研究指導法演習 選択 2.0 ◎ ◎
3 教育臨床体験演習 選択 2.0 ◯ ◯ ◎ ◯
1 教職実践基礎セミナー 選択 2.0 ◎ ◯ ◯
1 熊本・学びの最前線 選択 2.0 ◯ ◯ ◯ ◎
3 日本語教育指導探究 選択 2.0 ◯ ◯ ◯ ◎
3 地域教育課題探究 選択 2.0 ◯ ◯ ◎
3 グローバル教育課題探究 選択 2.0 ◯ ◯ ◯ ◎
3 人権教育論 選択 2.0 ◎ ◎ ◎ ◯ ◯
3 教職保健 選択 2.0 ◎ ◯ ◯ ◯
3 教育評価 選択 2.0 ◯ ◯ ◎
3 学校経営学 選択 2.0 ◎ ◎ ◎
3 児童・生徒の性的問題に係る教育支援 選択 2.0 ◯ ◎ ◯ ◯

教科の指導法

大学が独自に設定する
科目

教育の基礎的理解に関
する科目等
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【資料4】教養教育科目の各科目群の実施方針

外国語科目
国際理解を深め専門知識習得の基礎的手段として重要な外国語力
を身につけ、複眼的視点から国際社会を見る眼を培う

情報科目
情報通信技術を活用した情報処理能力、データサイエンスの基礎
能力を身に付けるだけでなく、ネットワーク社会において不可欠
な情報倫理・情報セキュリティについても学ぶ

理系基礎科目
数学、物理学、化学などの基礎をより普遇的な知識として身につ
け、各分野への柔軟な応用能力を獲得する

体育・スポーツ科学科目
スポーツという文化活動を科学的に学び、それを実践することに
より、生涯にわたってスポーツに親しむ資質や能力を身につける

リベラルアーツ科目
伝統的な学問の諸分野についてバランスよく学び、各分野に特有
な考え方や方法を知る

現代教養科目
現代社会のダイナミズムに幅広く触れ、未来への希望と学問に対
する意欲を高める

Multidisciplinary Studies
現代社会が提起する問題をグローバルな視点から総合的に考える
力を身につけるとともに、柔軟かつ論理的な思考力・分析力・英
語コミュニケーションカを高める

日本国憲法科目

中学や高校で学んできた日本国憲法の三原則（国民主権・平和主
義・基本的人権の尊重）や、立法・行政・司法の三権分立の仕組
みなどの既習内容の体系化をはかり有機的に連関させることによ
り、教職者としての専門教養を身に付ける
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養護教諭養成課程養護教育コース養護教育専攻所属し、養護教諭を取得する場合の履修モデル

教育の基礎的理解に関す
る科目【必修】

道徳、総合的な学習の時間等に
関する科目【必修】

教育実践に関する科目
【必修】

養護に関する科目【必修】
教科の指導法
（中・高）

前

教育原理A
教育原理B
教育心理学A
教育心理学B

実習オリエンテーション
観察実習

解剖学
養護学概論Ⅰ
衛生学

後
教職入門
現代の教育と社会A
現代の教育と社会B

熊本・学びの最前線
生理学
公衆衛生学Ⅰ

前

特別活動及び総合的な学習の時間
の指導法
教育方法学
教育とICT活用

実習オリエンテーション
体験実習

微生物学・免疫学
栄養学（食品学を含む。）
外科学
学校保健Ⅰ（小児保健を含む。）
養護学概論Ⅱ

中等保健科指導法Ⅰ

後 教育課程論
道徳教育の理論
道徳教育の実践
生徒指導と学校カウンセリング

薬理学
看護学概説Ⅰ

中等保健科指導法Ⅱ

前
特別支援教育の基礎
特別支援教育の展開

教育相談の理論及び方法
進路指導及びキャリア教育の理論
及び方法

実習オリエンテーション
中等教育実習（附属小/中学校）
養護実習

教育臨床体験演習
人権教育論

看護学概説Ⅱ
看護学実習Ⅰ
看護学実習Ⅱ
健康相談活動の理論
精神保健学
予防医学
学校救急処置Ⅰ
学校救急処置Ⅱ

中等保健科指導法Ⅲ

後 養護実習

教育実践研究指導法演習
教育評価
学校経営学
教職保健

臨床実習Ⅰ
学校安全

中等保健科指導法Ⅳ

前

実習オリエンテーション
中等教育実習
事後指導
教職実践演習（幼・小・中・高）
教職実践演習（養護教諭）

後
教職実践演習（幼・小・中・高）
教職実践演習（養護教諭）

27 11 10
7

中高免許7
11 37 中高免許8 6

卒業研究

年次 学期 教養教育

専門教育

教育の基礎的理解に関する科目等
大学が独自に設定する

科目

教科及び教科の指導法に関する科目
卒業研究等

計 124/124単位

1

外国語科目
情報科目
教養科目

体育・スポーツ科学科目

2

3

4
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○国立大学法人熊本大学職員就業規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 24 号) 

改正 平成 17 年 1 月 14 日規則第 8号 平成 17 年 3 月 24 日規則第 64 号 平成 17 年 11 月 24 日規則第 127 号

平成 18 年 3 月 23 日規則第 75 号 平成 19 年 3 月 26 日規則第 85 号 平成 20 年 3 月 6 日規則第52 号 

平成 20 年 3 月 28 日規則第 103 号 平成 20 年 9 月 29 日規則第 241 号 平成 20 年 12 月 3 日規則第 264 号 

平成 21 年 1 月 28 日規則第 3号 平成 21 年 3 月 27 日規則第 128 号 平成 22 年 3 月 30 日規則第 46 号 

平成 23 年 3 月 24 日規則第 41 号 平成 26 年 3 月 27 日規則第 25 号 平成 27 年 9 月 24 日規則第 266 号 

平成 28 年 4 月 28 日規則第 302 号 平成 28 年 12 月 22 日規則第 455 号 平成 29 年 6 月 22 日規則第 195 号 

平成 29 年 9 月 28 日規則第 220 号 平成 29 年 10 月 26 日規則第 229 号 平成 30 年 3 月 22 日規則第 55 号 

平成 31 年 3 月 28 日規則第 63 号 令和元年 12 月 26 日規則第 404 号 令和 3年 3月 24 日規則第55 号 

令和 4年 3月 24 日規則第36 号 令和 5年 3月 23 日規則第101 号 令和 6年 3月 28 日規則第162 号 

令和 7年 3月 27 日規則第51 号 
 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 6条) 

第 2 章 人事 

第 1節 採用(第 7条－第 9条) 

第 2 節 昇任及び降任(第 10 条－第 11 条の 7) 

第 3 節 配置換等(第 12 条・第 13 条) 

第 4 節 休職(第 14 条－第 18 条) 

第 5 節 退職及び解雇等(第 19 条－第 27 条) 

第 3 章 給与(第 28 条) 

第 4 章 退職手当(第 29 条) 

第 5 章 服務(第 30 条－第 37 条) 

第 6 章 勤務時間、休日及び休暇、育児休業等 

第 1節 勤務時間等(第 38 条－第 44 条) 

第 2 節 休日及び休暇(第 45 条－第 49 条) 

第 3 節 育児休業等(第 50 条－第 52 条の 2) 

第 7 章 研修(第 53 条) 

第 8 章 人事評価(第 53 条の 2) 

第 9 章 表彰及び懲戒 

第 1節 表彰(第 54 条) 

第 2 節 懲戒等(第 55 条－第 58 条) 

第 10 章 安全衛生(第 59 条・第 60 条) 

第 11 章 出張及び旅費(第 61 条) 

第 12 章 共済(第 62 条) 

第 13 章 保険及び災害補償(第 63 条・第 64 条) 
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第 14 章 知的財産権(第 65 条) 

第 15 章 苦情処理(第 66 条) 

第 16 章 その他(第 67 条・第 68 条) 

附則 

 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この規則は、労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号。以下「労基法」という。)第 89 条の

規定に基づき、国立大学法人熊本大学(以下「本学」という。)に勤務する職員の就業に関し

必要な事項を定めることを目的とする。 

(職員の区分及び職種等) 

第 2 条 本学の職員の区分は、次に掲げるものとし、その職種又は職名は、当該各号に掲げる

とおりとする。 

(1) 教育職員 

教授、准教授、講師、助教、助手、校長、園長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄

養教諭 

(2) 一般職員 

事務職員、技術職員、図書職員、研究支援職員、教務職員、技能職員、労務職員 

(3) 医療職員 

病院長、医療技術職員、看護職員 

(4) 有期雇用職員 

事務補佐員、技術補佐員、技能補佐員、非常勤支援員、臨時用務員、非常勤教員、非常

勤研究員、ティーチング・アシスタント、リサーチ・アシスタント、医員、医員(研修医)、

学校医、学校歯科医、学校薬剤師 

(5) 無期転換職員 

事務補佐員、技術補佐員、技能補佐員、非常勤支援員、臨時用務員、非常勤教員、非常

勤研究員、ティーチング・アシスタント、リサーチ・アシスタント、医員、医員(研修医)、

学校医、学校歯科医、学校薬剤師 

(6) 再雇用職員 

一般再雇用職員、定年前再雇用短時間勤務職員、有期再雇用職員 

(7) 個別契約職員 

寄附講座教員、その他の個別契約職員 

(適用範囲) 

第 3 条 この規則は、前条第 1号から第 3号までの職員に適用する。 

2 前条第 4号及び第 5号の職員並びに前条第 6号の有期再雇用職員の就業等に関し必要な事項

は、別に定める国立大学法人熊本大学有期雇用職員就業規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 
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3 前条第 6 号の一般再雇用職員及び定年前再雇用短時間勤務職員の就業等に関し必要な事項は、

別に定める国立大学法人熊本大学再雇用職員就業規則(平成 19 年 4 月 1 日制定)による。 

4 前条第 7 号の職員へのこの規則の適用条項の範囲については、個別の契約書によって定める。 

(権限の委任) 

第 4 条 国立大学法人熊本大学の長(以下「学長」という。)は、この規則に規定する権限の一

部を学長が指定する者に委任することができる。 

(法令との関係) 

第 5 条 この規則に定めのない事項については、労基法その他の関係法令の定めるところによ

る。 

(遵守遂行) 

第 6 条 本学及び職員(第 2条第 1号から第 3号までの職員をいう。以下同じ。)は、それぞれ

の立場でこの規則を誠実に遵守し、その遂行に努めなければならない。 

第 2章 人事 

第 1節 採用 

(採用) 

第 7 条 職員の採用は、選考による。 

2 職員の採用の際の選考に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員雇用規則

(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「職員雇用規則」という。)による。 

(無期労働契約への転換) 

第 7 条の 2 職員雇用規則第 7条及び第 8条の規定により任期を定めて採用された職員のうち、

平成 25 年 4 月 1 日以後に締結された 2以上の有期労働契約(契約期間の始期の到来前のもの

を除く。以下同じ。)の契約期間を通算した期間(労働契約法(平成 19 年法律第 128 号)第 18

条第 2項、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律(平成 20年法律第 63 号)第 1

5 条の 2第 2項及び大学の教員等の任期に関する法律(平成 9年法律第 82 号)第 7 条第 2項の

規定により労働契約法第 18 条第 1項に規定する通算契約期間に算入しないこととされている

期間を除く。)が 5 年(教授、准教授、講師、助教及び助手にあっては 10 年)を超えるものが、

現に締結している有期労働契約期間の満了する日の 30 日前までに、当該満了する日の翌日か

ら期間の定めのない労働契約(以下「無期労働契約」という。)の締結の申込みをした場合は、

現に締結している有期労働契約期間の満了する日の翌日から無期労働契約に転換する。 

2 前項の場合において、無期労働契約の内容である労働条件は、現に締結している有期労働契

約の内容である労働条件(契約期間を除く。)と同一の労働条件(当該労働条件(契約期間を除

く。)について別段の定めがある部分を除く。)とする。 

(労働条件の明示) 

第 8 条 学長は、職員の採用に際し、次に掲げる事項を記載した文書を交付するものとする。 

(1) 労働契約の期間に関する事項 

(2) 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 

(3) 就業の場所及び従事すべき職務に関する事項 
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(4) 給与の決定、計算及び支払いの方法、給与の締切り及び支払いの時期並びに昇給に関す

る事項 

(5) 始業及び終業の時刻、勤務時間を超える勤務の有無、休憩時間、休日並びに休暇に関す

る事項 

(6) 職員を 2組以上に分けて交替に就業させる場合の就業時転換に関する事項 

(7) 退職及び解雇に関する事項 

(8) その他必要な事項 

(試用期間) 

第 9 条 職員として採用された者には、採用の日から 6か月の試の使用期間(以下「試用期間」

という。)を設ける。ただし、学長が必要と認めたときは、試用期間を変更し、又は設けない

ことができる。 

2 学長は、試用期間中に職員として必要な適格性を欠くと認めた場合には、試用期間満了時ま

でに解雇することができる。 

3 試用期間は、勤続年数に通算する。 

4 職員の試用期間に関し必要な事項は、別に定める職員雇用規則による。 

第 2節 昇任及び降任 

(昇任) 

第 10 条 職員の昇任は、選考による。 

2 職員の昇任に関し必要な事項は、別に定める職員雇用規則による。 

(意に反する降任) 

第 11 条 学長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、その意に反して、これを降任

させることができる。 

(1) 勤務実績がよくない場合 

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

(3) その他職務の遂行に必要な適格性を欠く場合 

2 前項の降任に関し必要な事項は、別に定める職員雇用規則による。 

(管理監督職等勤務上限年齢による降任) 

第 11 条の 2 学長は、管理監督職及び管理監督職に準ずる職(以下「管理監督職等」という。)

を占める職員でその占める管理監督職等に係る管理監督職等勤務上限年齢(以下「役職定年」

という。)に達している職員について、当該役職定年に達した日の翌日以後における最初の 4

月 1日に、管理監督職を占める職員にあっては管理監督職以外の職へ、管理監督職に準ずる

職を占める職員にあっては管理監督職に準ずる職以外の職への降任をするものとする。 

2 管理監督職等の職員区分、職種及び職名は、別表のとおりとする。 

3 第 1 項の役職定年は、年齢 60 年とする。 

4 第１項の規定による降任については、人事計画その他の事情を考慮した上で、できる限り上

位の職制上の段階の職に任命するものとする。 

(管理監督職等への雇用の制限) 
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第 11 条の 3 学長は、採用又は昇任しようとする管理監督職等に係る役職定年に達している者

を、その者が当該管理監督職等を占めているものとした場合における役職定年に達した日の

翌日以後における最初の 4月 1日の翌日(前条の規定により降任をされた職員にあっては、当

該降任をされた日)以後、当該管理監督職等に採用又は昇任することができない。 

(適用除外) 

第 11 条の 4 前 2 条の規定は、国立大学法人熊本大学職員の任期に関する規則(平成 17 年 1 月

14 日制定。以下「職員任期規則」という。)により任期を定めて採用される職員には適用しな

い。 

(役職定年による降任及び管理監督職等への雇用の制限の特例) 

第 11 条の 5 学長は、第 11 条の 2の規定により、管理監督職以外の職への降任をすべき特定管

理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易

に補充することができない年齢構成その他の特別の事情がある管理監督職として別に定める

管理監督職をいう。以下この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員について、

当該職員の他の管理監督職以外の職への降任により、当該特定管理監督職群に属する管理監

督職の欠員の補充が困難となることにより職務の運営に著しい支障が生ずると認められる事

由として別に定める事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る役職定

年に達した日の翌日以後における最初の４月１日から起算して 1年を超えない期間内で管理

監督職としての期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督職

を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の

管理監督職に採用し、降任し、又は配置換すること（以下「特例雇用」という。）ができる。 

2 学長は、前項又はこの項の規定により特例雇用の期間（前項又はこの項の規定により延長さ

れた期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引

き続きあると認めるときは、延長された当該特例雇用の期間の末日の翌日から起算して 1年

を超えない当該年度の期間内で延長された当該特例雇用の期間を更に延長することができる。

ただし、第 21 条第 2 項に規定する定年による退職の日を超えて更に延長することはできない。 

(特例雇用に係る職員の同意) 

第 11 条の 6 学長は、前条の規定により特例雇用をする場合は、あらかじめ職員の同意を得な

ければならない。 

(特例雇用事由が消滅した場合の措置) 

第 11 条の 7 学長は、第 11 条の 5の規定により特例雇用をした場合において、当該特例雇用の

期間の末日の到来前に当該特例雇用の事由が消滅したときは、管理監督職以外の職に降任を

するものとする。 

第 3節 配置換等 

(配置換等) 

第 12 条 職員は、組織又は業務上の必要により、配置換(職種換を含む。)、出向又は併任(以

下「配置換等」という。)を命ぜられることがある。 

2 配置換等を命ぜられた職員は、正当な理由がない限りこれを拒むことができない。 
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3 職員の出向に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員出向規則(平成 16 年

4 月 1 日制定)及び国立大学法人熊本大学クロスアポイントメント制度に関する規則(平成 30

年 3 月 22 日制定)による。 

(赴任) 

第 13 条 赴任の命令を受けた職員は、その命令を受けた日から、次に掲げる期間内に赴任しな

ければならない。ただし、当該期間内に赴任できないときは、その理由を付して学長の承認

を得なければならない。 

(1) 住居移転を伴わない場合 即日 

(2) 住居移転を伴う場合 7 日以内 

第 4節 休職 

(休職) 

第 14 条 学長は、職員が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、休職とすることがで

きる。 

(1) 心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

(2) 刑事事件に関し起訴され、職務の正常な遂行に支障をきたす場合 

(3) 学校、研究所等の公共的施設において、その職員の職務に関連があると認められる学術

に関する事項の調査、研究等に従事する場合 

(4) 水難、火災その他の災害により、生死不明又は所在不明となった場合 

(5) 我が国が加盟している国際機関、外国政府の機関等からの要請に基づき、職員を派遣す

る場合 

(6) 営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体であって、本学教育職員の研究成果

を活用する事業を実施する企業の役員(監査役を除く。)、顧問又は評議員(以下「役員等」

という。)の職を兼ねる場合において、主として当該役員等の職務に従事する必要があり、

本学の職務に従事することができないと認められる場合 

(7) 労働組合の業務に専従する場合 

(8) その他特別の事由により休職とすることが適当と認められる場合 

2 試用期間中の職員については、前項の規定を適用しない。 

(休職期間) 

第 15 条 前条第 1項第 1号及び第 3号から第 8号までに掲げる事由による休職の期間は、3年

を超えない範囲内において、職員雇用規則により定める。この場合において、休職の期間が 3

年に満たないときは、初めに休職した日から引き続き 3年を超えない範囲内において、これ

を更新することができる。 

2 前条第 1項第 2号に掲げる事由による休職の期間は、職務の正常な遂行に支障をきたすと判

断される期間とする。 

(休職中の身分等) 

第 16 条 休職者は、職員としての身分を保有するが、職務に従事しない。 
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2 休職者は、その休職の期間中、原則として給与を受けることができない。ただし、別に定め

る国立大学法人熊本大学職員給与規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「職員給与規則」とい

う。)、国立大学法人熊本大学年俸制適用職員給与規則(平成 27 年 9 月 24 日制定。以下「年

俸制給与規則」という。)及び国立大学法人熊本大学 2号年俸制適用職員給与規則(令和元年 1

2 月 26 日制定。以下「2号年俸制給与規則」という。)において別段の定めがある場合は、こ

の限りでない。 

(復職) 

第 17 条 学長は、休職期間が満了するまでに休職事由が消滅したと認めた場合には、復職を命

ずる。 

2 休職の期間が満了したときは、休職にされていた職員は、当然復職するものとする。 

3 前 2 項の規定にかかわらず、第 14 条第 1項第 1号の規定による休職にあっては、医師(学長

が必要と認めるときは、学長が指定した医師)の診断書又は証明書に基づき、本学の産業医又

は学長が指定した医師に意見を求め、休職事由が消滅し、職務の遂行に支障がないと学長が

認めた場合に限り、復職を命じ、又は復職するものとする。 

4 職員を復職させる場合には、原則として休職前の職務に復帰させる。ただし、心身の状態そ

の他の事情を考慮して、他の職務に就かせることがある。 

(休職の取扱い) 

第 18 条 第 14 条から前条までに定めるもののほか、職員の休職に関し必要な事項は、別に定

める職員雇用規則による。 

第 5節 退職及び解雇等 

(退職) 

第 19 条 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、退職とし、職員としての身分を失う。 

(1) 退職を願い出て、学長が承認した場合、又は退職を願い出て、14 日が経過した場合 

(2) 第 21 条に定める定年に達した場合 

(3) 期間を定めて雇用された職員の雇用期間が満了した場合 

(4) 第 15 条に定める休職期間が満了し、休職事由がなお消滅しない場合 

(5) 本学の役員に就任した場合 

(6) 死亡した場合 

(7) その他の退職事由が発生した場合 

2 職種の任期を雇用の任期とする職に就任した職員(当該職に就任する直前の職種(以下「前職

種」という。)の併任を命じられている者に限る。)が、当該職に再任されなかった場合で引

き続き職員として勤務を希望するときは、前職種と同一の労働条件で勤務することができる。 

(自己都合による退職手続等) 

第 20 条 職員は、自己の都合により退職しようとするときは、退職を予定する日の 30 日前ま

でに、学長に文書をもって願い出なければならない。ただし、やむを得ない事由により 30 日

前までに願い出を提出できない場合は、14 日前までに提出しなければならない。 

2 職員は、退職を願い出た後も、退職するまでは従前の職務に従事しなければならない。 
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(定年) 

第 21 条 職員の定年は、年齢 65 年とする。 

2 定年による退職の日は、定年に達した日以後における最初の 3月 31 日とする。 

3 病院長については、前 2項の規定は適用しない。 

第 22 条 削除 

(解雇) 

第 23 条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、その意に反して、これを解雇すること

ができる。 

(1) 勤務実績が著しくよくない場合 

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

(3) その他職員として必要な適格性を欠く場合 

(4) 職種の任期を雇用の任期とする職に就任した職員のうち、第 7条の 2の規定により無期

労働契約の申込みをしたもの又は無期労働契約を締結したもので、当該職に再任されなか

った場合 

(5) 組織の改廃等により、職員の減員が必要となった場合 

(6) 天災事変その他やむを得ない事由により、本学の事業継続が不可能となり、所轄労働基

準監督署長の認定を受けた場合 

2 職員が禁錮以上の刑(執行猶予が付された場合を除く。)に処せられた場合は、これを解雇す

る。 

3 職員の解雇に関し必要な事項は、別に定める職員雇用規則による。 

(解雇制限) 

第 24 条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間及びその後 30 日間は

解雇しない。ただし、第 1号に定める業務上の傷病において、療養開始後 3年を経過しても

負傷又は疾病が治癒せず、労基法第 81 条の規定により打切補償を支払う場合は、この限りで

ない。 

(1) 業務上負傷し、又は疾病にかかり、療養のため休業する期間 

(2) 産前産後の女性職員が別に定める国立大学法人熊本大学職員の勤務時間、休暇等に関す

る規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「職員勤務時間等規則」という。)第 15 条の規定に

より特別有給休暇を取得する期間 

(解雇の予告) 

第 25 条 第 23 条第 1項第 1号から第 4号まで及び前条ただし書の規定により職員を解雇しよ

うとする場合は、少なくとも 30 日前に本人に予告をする。30 日前に予告をしない場合は、労

基法第 12 条第 1項に規定する平均賃金の 30 日分以上に相当する解雇予告手当を支払う。 

2 前項の予告の日数は、1日について平均賃金を支払った場合においては、その日数を短縮す

ることができる。 

3 前 2 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合は、これを適用しない。 

(1) 試用期間中の職員を 14 日以内に解雇する場合 
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(2) 第 23 条第 1項第 5号の規定により解雇する場合 

(3) 所轄労働基準監督署長の認定を受けて第 56 条第 1項第 5号に定める懲戒解雇をする場

合 

(退職者等の守秘義務) 

第 26 条 退職者又は解雇された者は、在職中に知り得た秘密及び職務上知り得た個人情報を他

に漏らしてはならない。 

(退職時の証明) 

第 27 条 学長は、退職者、解雇された者又は解雇予告をされた者から労基法第 22 条第 1項に

定める証明書の交付の請求があった場合は、遅滞なくこれを交付する。 

2 前項の証明書に記載する事項は、次のとおりとする。 

(1) 雇用期間 

(2) 業務の種類 

(3) 当該業務における地位 

(4) 給与 

(5) 退職の事由(退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む。) 

3 第 1 項の証明書には、前項各号に掲げる事項のうち退職者、解雇された者又は解雇予告をさ

れた者が請求したものに限り記載するものとする。 

第 3章 給与 

(給与) 

第 28 条 職員の給与に関し必要な事項は、別に定める職員給与規則による。ただし、次の各号

に掲げる者の給与については、当該各号に定める規則による。 

(1) 第 2 条第 1 号の教育職員のうち令和元年 12 月 31 日以前から年俸制の適用を受ける教授、

准教授、講師及び助教(年俸制の移行に関し学長に同意書を提出した者を除く。次号におい

て「年俸制適用職員」という。) 年俸制給与規則 

(2) 第 2 条第 1号の教育職員のうち令和 2年 1月 1日以後に年俸制の適用を受ける教授、准

教授、講師及び助教(年俸制適用職員を除く。) 2 号年俸制給与規則 

第 4章 退職手当 

(退職手当) 

第 29 条 職員の退職手当に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員退職手当

規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 

第 5章 服務 

(誠実義務) 

第 30 条 職員は、本学の使命と業務の公共性を自覚し、上司の職務上の指示命令に従い、職場

の秩序を保持し、互いに協力して誠実かつ公正に職務を遂行しなければならない。 

(職務に専念する義務) 

第 31 条 職員は、この規則又は関係法令の定める場合を除いては、その勤務時間中、職務に専

念しなければならない。 
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(職務専念義務の免除) 

第 32 条 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前条の規定にかかわらず、その承認

された期間について職務専念義務を免除される。 

(1) 国際的規模又は全国的規模の競技会、展覧会、公演会等に国又は県の要請により出場、

出展又は出演等する場合 

(2) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(昭和 47 年法律第

113 号。以下「男女雇用機会均等法」という。)第 12 条の規定に基づき、勤務時間内に健

康診査を受ける場合 

(3) 男女雇用機会均等法第 13 条の規定に基づき、通勤緩和により勤務しない場合 

(4) 男女雇用機会均等法第 13 条の規定に基づき、休憩に関する措置により勤務しない場合 

(5) 勤務時間内に総合的な健康診査を受ける場合 

(6) 勤務時間内に国立大学法人熊本大学職員安全衛生管理規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以

下「職員安全衛生規則」という。)第 19 条第 1項第 1号、第 2号及び第 4号に定める健康

診断その他学長が定める健康診断並びに同規則第 29 条の 2第 1項に規定するストレスチェ

ックを受ける場合 

2 職員の職務専念義務免除に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

(遵守事項) 

第 33 条 職員は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 正当な理由なく欠勤するなど勤務を怠らないこと。 

(2) 熊本大学の名誉及び信用を失墜させるような行為を行わないこと。 

(3) 職務上知り得た秘密及び職務上知り得た個人情報を他に漏らさないこと。 

(4) 職務上の地位を私的利用のために用いないこと。 

(5) 熊本大学の敷地及び施設内において、良好な教育研究環境の維持に努め、喧騒その他秩

序・風紀を乱さないこと。 

(6) 熊本大学の敷地及び施設内において、選挙運動その他の政治活動を行わないこと。 

(7) 学長の許可なく、熊本大学の敷地及び施設内において、営利を目的とする金品の貸借及

び物品の売買を行わないこと。 

(職員の倫理) 

第 34 条 職員の倫理に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学倫理規則(平成 16

年 4 月 1 日制定)による。 

(ハラスメントの防止等) 

第 35 条 職員は、いかなるハラスメント及び人権侵害も行ってはならず、常にこれらの防止に

努めなければならない。 

2 ハラスメント(セクシュアル・ハラスメント等を除く。)の防止等に関し必要な事項は、別に

定める熊本大学ハラスメントの防止等に関する規則(平成 18 年 3 月 23 日制定)による。 

3 セクシュアル・ハラスメント等の防止等に関し必要な事項は、別に定める熊本大学セクシュ

アル・ハラスメント等の防止等に関する規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 
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(兼業の制限) 

第 36 条 職員は、学長の承認を受けた場合でなければ、職務以外の他の業務に従事し、又は自

ら事業を営んではならない。 

2 職員の兼業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員兼業規則(平成 16 年

4 月 1 日制定)による。 

(公職の候補者への立候補等) 

第 37 条 職員は、国会議員、地方公共団体の長、地方公共団体の議会の議員その他の公職に立

候補するとき、及び当選の告知後は、速やかにその旨を、学長に届け出なければならない。 

第 6章 勤務時間、休日及び休暇、育児休業等 

第 1節 勤務時間等 

(勤務時間等) 

第 38 条 職員の 1 週間当たりの勤務時間は 38 時間 45 分とし、1 週間の起算日は土曜日とする。 

2 1 日の勤務時間は 7時間 45 分とし、始業及び終業の時刻並びに休憩時間は、次のとおりとす

る。 

(1) 始業 午前 8時 30 分 

(2) 終業 午後 5時 15 分 

(3) 休憩時間 正午から午後 1時まで 

3 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ日時を指定し

て始業及び終業の時刻並びに休憩時間を繰り上げ、又は繰り下げることがある。 

(1) 業務の都合により必要がある場合 

(2) 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員から申出があった場合で、業務の運

営に支障が生じないと認められるとき 

(3) 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、2週間以上の期間にわたり常時介

護を必要とする状態(以下「要介護状態」という。)にある家族を介護する職員から申出が

あった場合で、業務の運営に支障が生じないと認められるとき 

4 学長は、業務上の都合により特別の勤務形態によって勤務する必要のある職員について、第

2項及び第 45 条の規定にかかわらず、第 1項の勤務時間の範囲内で、勤務時間、休憩時間及

び休日を変更して割り振ることができる。 

5 職員の勤務時間等に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

(事業場外の勤務) 

第 39 条 職員が出張その他本学の業務を帯びて本学外で勤務する場合であって、勤務時間を算

定し難いときは、前条第 2項に規定する勤務時間を勤務したものとみなす。ただし、当該業

務を遂行するために勤務時間を超えて勤務することが必要となる場合においては、当該業務

に関しては、当該業務の遂行に通常必要とされる時間を勤務したものとみなす。 

(在宅勤務) 

第 39 条の 2 学長は、業務上支障がないと認められる場合又は災害時等における本学の事業継

続のために必要と認める場合は、職員に在宅勤務を命ずることができる。 
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2 職員の在宅勤務に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学における在宅勤務に

関する規則(令和 6年 3月 28 日制定)による。 

(時間外勤務等) 

第 40 条 学長は、業務上必要があると認める場合は、第 38 条又は第 45 条の規定にかかわらず、

時間外勤務(所定勤務時間を超える勤務をいう。)、深夜勤務(午後 10 時から午前 5時までの

間の勤務をいう。)又は休日勤務(所定休日の勤務をいう。)(以下「時間外勤務等」という。)

を命ずることができる。 

2 学長は、前項の規定に基づき、時間外勤務等を命ずる場合には、職員の健康を害しないよう

に配慮するものとする。 

(災害時の勤務) 

第 41 条 学長は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合にお

いては、職員に時間外勤務等を命ずることができる。ただし、労基法第 33条第 1項又は同法

第 36 条第 1項の手続を必要とするものについては、その手続を行わなければならない。 

(宿日直勤務) 

第 42 条 学長は、業務上必要があると認める場合は、勤務時間外又は休日に、職員に宿日直勤

務を命ずることができる。 

2 職員の宿日直に関し必要な事項は、別に定める熊本大学病院宿日直規則(平成 16 年 4 月 1 日

制定)による。 

(出勤) 

第 43 条 職員は、始業時刻までに出勤し、出勤後直ちに出勤簿に押印しなければならない。た

だし、出勤簿への押印については、職員の勤務状況が確認できるものとして学長が認めた方

法をもって代えることができる。 

(欠勤) 

第 44 条 職員が、休日、休暇による場合その他勤務しないことについて特に承認のあった場合

を除き、病気その他やむを得ない事由により欠勤するときは、あらかじめその事由及び予定

日数・時間数を記入した欠勤届を提出しなければならない。ただし、やむを得ない事由によ

り、あらかじめ提出できないときは、事後速やかにその理由を付して提出しなければならな

い。 

2 前項の提出を怠ったときは、無断欠勤として取り扱うものとする。 

第 2節 休日及び休暇 

(休日及び休日の振替) 

第 45 条 職員の休日は、次のとおりとする。 

(1) 土曜日及び日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に定める休日 

(3) 12 月 29 日から 1月 3日までの日(前号に定める休日を除く。) 

(4) その他学長が指定した日 
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2 学長は、前項に規定する休日について特に勤務することを命じた場合には、原則として土曜

日を起算日とした 1週間後の日までの期間にある勤務日を休日に変更して、その勤務するこ

とを命じた日に振り替えることができる。ただし、業務の都合上、土曜日を起算日とした１

週間後の日までの期間に振り替えることができない場合には、他の勤務日と休日を振り替え

ることができる。 

3 職員の休日及び休日の振替に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

(有給休暇) 

第 46 条 職員の有給休暇は、年次有給休暇、病気有給休暇及び特別有給休暇とする。 

(年次有給休暇) 

第 47 条 年次有給休暇は、一の年度につき 20 日とする。ただし、新たに採用された職員は、2

0 日を限度として当該年度の在職期間に応じた日数とする。 

2 年次有給休暇(本項の規定により繰り越されたものを除く。)は、20 日を超えない範囲内の残

日数・時間数を限度として、当該年度の翌年度に繰り越すことができる。 

3 職員の年次有給休暇に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

(病気有給休暇) 

第 48 条 病気有給休暇は、職員が負傷又は疾病による療養のため勤務しないことがやむを得な

いと認められる場合に取得することができる。 

2 生理日における勤務が著しく困難であると請求があった場合には、病気有給休暇として取り

扱うものとする。 

3 職員の病気有給休暇に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

(特別有給休暇) 

第 49 条 特別有給休暇は、職員が結婚、出産、親族の死亡その他の特別の事由により勤務しな

いことが相当と認められる場合に取得することができる。 

2 職員の特別有給休暇に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

第 3節 育児休業等 

(育児休業、育児短時間勤務又は育児時間) 

第 50 条 職員は、3歳(職員任期規則第 2条第 1号から第 3号までに規定する職員については、

2歳)に満たない子を養育するために必要があるときは、学長に申し出て育児休業をすること

ができる。 

2 職員は、中学校就学の始期に達するまでの子を養育するために必要があるときは、学長に申

し出て 1週間当たりの勤務時間を 19 時間 30 分から 25 時間までの範囲内で勤務すること(以

下「育児短時間勤務」という。)又は所定の勤務時間の一部について勤務しないこと(以下

「育児時間」という。)ができる。 

3 職員の育児休業、育児短時間勤務又は育児時間に関し必要な事項は、別に定める国立大学法

人熊本大学職員育児休業等に関する規則(平成 16年 4 月 1 日制定)による。 

(介護休業、介護短時間勤務又は介護時間) 
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第 51 条 職員は、要介護状態にある家族を介護するために必要があるときは、学長に申し出て

介護休業又は 1週間当たりの勤務時間を 19 時間 30 分から 25 時間までの範囲内で勤務するこ

と(以下「介護短時間勤務」という。)若しくは所定の勤務時間の一部について勤務しないこ

と(以下「介護時間」という。)ができる。 

2 職員の介護休業、介護短時間勤務又は介護時間に関し必要な事項は、別に定める国立大学法

人熊本大学職員介護休業等に関する規則(平成 16年 4 月 1 日制定)による。 

(大学院修学休業) 

第 52 条 主幹教諭、教諭、養護教諭及び栄養教諭で、教育職員免許法(昭和 24 年法律第 147

号)に規定する専修免許状の取得を目的とする者は、学長の許可を受けて、3年を超えない範

囲内で年を単位として定める期間、大学(短期大学を除く。)の大学院の課程若しくは専攻科

の課程又はこれらの課程に相当する外国の大学の課程に在学してその課程を履修するための

休業(以下「大学院修学休業」という。)をすることができる。 

2 職員の大学院修学休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学大学院修学休

業に関する規則(平成 16年 4 月 1 日制定)による。 

(自己啓発等休業) 

第 52 条の 2 職員は、自発的な大学等における修学又は国際貢献活動のための休業（以下「自

己啓発等休業」という。）をすることができる。 

2 職員の自己啓発等休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員自己啓発

等休業に関する規則(令和 6年 3月 28 日制定)による。 

第 7章 研修 

(研修) 

第 53 条 学長は、業務上必要があると認める場合は、職員の研修の機会提供に努めるものとす

る。 

2 職員の研修に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員研修規則(平成 16 年

4 月 1 日制定)による。 

第 8章 人事評価 

(人事評価) 

第 53 条の 2 学長は、職員に対して職務遂行能力及び業績の評価(以下「人事評価」という。)

を実施する。 

2 職員の人事評価に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職員人事評価規則

(平成 19 年 3 月 26 日制定)による。 

第 9章 表彰及び懲戒 

第 1節 表彰 

(表彰) 

第 54 条 学長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、これを表彰する。 

(1) 永年勤続し、その勤務実績が優秀である場合 

(2) 特に他の職員の模範として推奨すべき実績があると認めた場合 
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2 前項に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学表彰規則(平成 16 年 4 月 1 日制

定)による。 

第 2節 懲戒等 

(懲戒の事由) 

第 55 条 学長は、職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、所定の手続を経た上で、懲戒

処分を行うことができる。 

(1) 第 30 条、第 31 条及び第 33 条から第 36 条までに規定する服務事項に違反した場合 

(2) 故意又は重大な過失により、本学に損害を与えた場合 

(3) 窃盗、横領、傷害等の刑法犯に該当する行為があった場合 

(4) 重大な経歴詐称をした場合 

(5) その他この規則及び附属する諸規則に違反した行為があった場合 

(懲戒の種類) 

第 56 条 懲戒の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 戒告 責任を確認させ、将来を戒める。 

(2) 減給 給与の一部を減額する。ただし、その額は 1回の事案につき平均賃金の 1日分の

半額を超えないものとし、また、一賃金支払い期において複数の事案がある場合において

も、当該賃金支払い期における賃金総額の 10 分の 1を超えないものとする。 

(3) 停職 12 月を限度として出勤を停止し、職務に従事させず、その間の給与を支給しない。 

(4) 諭旨解雇 退職願の提出を勧告し、これに応じない場合には、30 日前に予告して、若し

くは 30 日以上の平均賃金を支払って解雇し、又は予告期間を設けないで即時に解雇する。 

(5) 懲戒解雇 即時に解雇し、退職手当は支給しない。この場合において、所轄労働基準監

督署長の認定を受けたときは、労基法第 20 条に規定する解雇予告手当を支給しない。 

2 職員の懲戒に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学懲戒規則(平成 16 年 4 月

1 日制定。以下「懲戒規則」という。)による。 

(訓告等) 

第 57 条 学長は、服務を厳正にし、規律を保持する必要がある場合には、職員に対して懲戒処

分によらず、文書等により訓告又は厳重注意(以下「訓告等」という。)を行うことができる。 

2 学長は、職務遂行上の行為又はこれに関連する行為に係る訓告等を行うに当たり、特に必要

と認めるときは、公表することができる。 

3 訓告等の公表については、懲戒規則第 6条第 2項の規定を準用する。この場合において、

「懲戒処分の量定」とあるのは「訓告等の種類」と、「被処分者」とあるのは「訓告等を受

ける者」と読み替えるものとする。 

(損害賠償) 

第 58 条 学長は、職員が故意又は過失により本学に損害を与えた場合は、その全部又は一部を

賠償させることができる。 

第 10 章 安全衛生 

(安全衛生) 
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第 59 条 職員の安全衛生及び健康診断に関し必要な事項は、別に定める職員安全衛生規則によ

る。 

(妊産婦職員の保護) 

第 60 条 学長は、妊娠中又は出産後 1年を経過しない職員(以下「妊産婦職員」という。)が請

求した場合は、時間外勤務等をさせてはならない。 

2 妊産婦職員の勤務制限に関し必要な事項は、別に定める職員勤務時間等規則による。 

第 11 章 出張及び旅費 

(出張) 

第 61 条 学長は、業務上必要があると認める場合は、職員に出張を命ずることができる。 

2 出張を命じられた職員が出張を終えたときは、速やかに報告書を提出しなければならない。 

3 職員が出張及び赴任を命ぜられた場合の旅費については、別に定める国立大学法人熊本大学

旅費規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 

第 12 章 共済 

(共済) 

第 62 条 職員の共済は、国家公務員共済組合法(昭和 33 年法律第 128 号)の定めるところによ

る。 

第 13 章 保険及び災害補償 

(労働保険) 

第 63 条 学長は、職員が雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号)及び労働者災害補償保険法(昭和

22 年法律第 50 号)(以下「労災法」という。)の基準により、被保険者に該当するときは、直

ちに必要な手続を行わなければならない。 

(災害補償) 

第 64 条 職員が業務上又は通勤途上において、災害(負傷、疾病、障害又は死亡をいう。)を受

けた場合の災害補償、被災職員の社会復帰の促進並びに被災職員及びその遺族の援護を図る

ために必要な福祉事業に関しては、労基法及び労災法の定めるところによるもののほか、別

に定める国立大学法人熊本大学職員災害補償規則(平成 17 年 1 月 14 日制定)による。 

第 14 章 知的財産権 

(知的財産権) 

第 65 条 知的財産権に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学職務発明等規則

(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 

第 15 章 苦情処理 

(苦情処理) 

第 66 条 この規則及び附属する諸規則の解釈並びに適用に関する疑義又は勤務時間、給与等労

働条件に関する職員の苦情を公正かつ適切に処理するため、本学に苦情処理制度を設ける。 

2 苦情処理等に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人熊本大学苦情相談及び苦情処理に

関する規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)による。 

第 16 章 その他 

設置等の趣旨（資料）－43



(宿舎の利用) 

第 67 条 職員の宿舎の利用については、別に定める国立大学法人熊本大学職員宿舎規則(平成 1

6 年 4 月 1 日制定)による。 

(保育園の利用) 

第 68 条 職員は、別に定める国立大学法人熊本大学こばと保育園利用規則(平成 21 年 3 月 27

日制定)により、本学が設置する保育園を利用することができる。 

附 則 

(施行日) 

1 この規則は、平成 16年 4 月 1 日から施行する。 

(承認等の承継) 

2 この規則の施行日前に国家公務員法、人事院規則及びその他関係法令により発令及び承認を

受けていた職員が、国立大学法人法(平成 15 年法律第 112 号)附則第 4条の適用を受ける職員

となった場合の発令及び承認事項については、その効力を承継する。 

3 令和 5年 4月 1日から令和 13 年 3 月 31 日までの間における職員(教授、准教授、講師、助

教、助手及び労務職員を除く。)に対する第 21 条第 1項の規定の適用については、次の表の

左欄に掲げる期間の区分に応じ、同項中「65 年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

令和 5年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日まで 61 年 

令和 7年 4月 1日から令和 9年 3月 31 日まで 62 年 

令和 9年 4月 1日から令和 11 年 3 月 31 日まで 63 年 

令和 11 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日まで 64 年 

4 令和 5年 4月 1日から令和 13 年 3 月 31 日までの間における労務職員に対する第 21 条第 1

項の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同項中「65 年」とあ

るのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和 5年 4月 1日から令和 11 年 3 月 31 日まで 63 年 

令和 11 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日まで 64 年 

附 則(平成 17 年 1 月 14 日規則第 8号) 

この規則は、平成 17 年 1月 14 日から施行し、平成 16 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 17 年 3 月 24 日規則第 64 号) 

この規則は、平成 17 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 17 年 11 月 24 日規則第 127 号) 

この規則は、平成 17 年 12 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3 月 23 日規則第 75 号) 

この規則は、平成 18 年 4月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 19 年 3 月 26 日規則第 85 号) 

この規則は、平成 19 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 3 月 6 日規則第 52 号) 

この規則は、平成 20 年 3月 6 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 3 月 28 日規則第 103 号) 

この規則は、平成 20 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 9 月 29 日規則第 241 号) 

この規則は、平成 20 年 9月 29 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 12 月 3 日規則第 264 号) 

この規則は、平成 20 年 12 月 3 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 1 月 28 日規則第 3号) 

この規則は、平成 21 年 2月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 27 日規則第 128 号) 

この規則は、平成 21 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 3 月 30 日規則第 46 号) 

この規則は、平成 22 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 3 月 24 日規則第 41 号) 

この規則は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年 3 月 27 日規則第 25 号) 

1 この規則は、平成 26年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則施行の際現に国立大学法人熊本大学職員雇用規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 7条

及び第 8条の規定により任期を定めて採用されている教授、准教授、講師、助教及び助手(以

下「任期付教員」という。)のうち、この規則施行の日前に労働契約法(平成 19 年法律第 128

号)第 18 条第 1項に規定する通算契約期間が 5年を超えることとなったものに係る同項に規

定する期間の定めのない労働契約の申込みについては、その効力を有する。 

3 この規則の施行の日前に任期付教員として在職していた者のうち、平成 25 年 4 月 1 日以後

に労働契約が締結され、当該労働契約の任期中の業績審査により再採用可となったものにつ

いては、学長が教育研究上特に必要と認めるときは、改正後の第 7条の 2第 1項の規定を満

たしているものとみなすことができる。 

附 則(平成 27 年 9 月 24 日規則第 266 号) 
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この規則は、平成 27 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 4 月 28 日規則第 302 号) 

この規則は、平成 28 年 5月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 12 月 22 日規則第 455 号) 

この規則は、平成 29 年 1月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 6 月 22 日規則第 195 号) 

この規則は、平成 29 年 7月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 9 月 28 日規則第 220 号) 

この規則は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 10 月 26 日規則第 229 号) 

この規則は、平成 29 年 10 月 26 日から施行し、改正後の第 50 条第 1項の規定は、平成 29 年

10 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 30 年 3 月 22 日規則第 55 号) 

1 この規則は、平成 30年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則施行の際現に第 14 条第 1項第 1号の事由による休職(以下「病気休職」という。)

中である者の改正後の第 17 条の適用については、当該病気休職から復職後の新たな病気休職

からとする。 

附 則(平成 31 年 3 月 28 日規則第 63 号) 

この規則は、平成 31 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 12 月 26 日規則第 404 号) 

この規則は、令和 2年 1月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 3月 24 日規則第 55 号) 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 3月 24 日規則第 36 号) 

この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 5年 3月 23 日規則第 101 号) 

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 3月 28 日規則第 162 号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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附 則(令和 7年 3月 27 日規則第 51 号) 

1 この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

2 この規則による改正後の第 47 条第 2項の規定にかかわらず、令和 6年 1月 1日から令和 6

年 12 月 31 日までに付与された年次有給休暇にあっては令和 8年 3月 31 日まで、令和 7年 1

月 1日から令和 7年 3月 31 日までに付与された年次有給休暇にあっては令和 9年 3月 31 日

まで繰り越すことができるものとする。 

別表(第 11 条の 2関係) 

管理監督職等の職員区分、職種及び職名 

区分 
職員区

分 
職種 職名 

管理監督職 

教育職

員 

校長、園長、教諭(特別支援学校の小学部、中学部及び高等部の主

事に限る。)、教頭 

一般職

員 

事務職員 本部長、部長、課長、監査室長、高度専門員 

技術職員 

施設系技術職員 本部長、部長、課長 

教育研究系技術

職員 

技術専門員(研究開発戦略本部技術部門

長に限る。) 

図書職員 課長 

医療職

員 
看護職員 看護部長、副看護部長 

管理監督職に準

ずる職 

一般職

員 

事務職員 副課長、副監査室長、室長、主幹、専門員 

技術職員 施設系技術職員 副課長、室長 

図書職員 副課長、室長 

医療職

員 

医療技術

職員 

薬剤師 副薬剤部長、室長 

診療放射線技師 診療放射線技師長、副診療放射線技師長 

臨床検査技師 臨床検査技師長、副臨床検査技師長 

栄養士 栄養管理室長 
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○国立大学法人熊本大学教員選考基準 

(平成 16 年 4 月 1 日基準第 1号) 

改正 平成 19 年 3月 26 日基準第2号 平成 21 年 3月 27 日基準第4号 

平成 21 年 12 月 24 日基準第 5号 平成 25 年 3月 28 日基準第1号 

平成 27 年 3月 26 日基準第1号 平成 29 年 3月 23 日基準第3号 

平成 31 年 3月 28 日基準第2号 令和元年 6月 27 日基準第7号 

令和 6年 3月 28 日基準第 3号 令和 6年 6月 27 日基準第 5号 

(趣旨) 

第 1 条 国立大学法人熊本大学教育職員選考規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 4条第 1項の規定

に基づき、熊本大学における教員(教授、准教授、講師、助教及び助手をいう。以下同じ。)

の選考は、この基準により行う。 

(教授の選考) 

第 2 条 教授の選考は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するに

ふさわしい教育上の能力を有すると認められる者について行う。 

(1) 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、研究上の業

績を有する者 

(2) 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 

(3) 学位規則(昭和 28 年文部省令第 9号)第 5条の 2に規定する専門職学位(外国において授

与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する実務上

の業績を有する者 

(4) 大学において教授、准教授又は大学設置基準(昭和 31 年文部省令第 28 号)第 8 条第 1項

に規定する基幹教員としての講師の経歴(外国におけるこれらに相当する教員としての経歴

を含む。)のある者 

(5) 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 

(6) 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者 

(准教授の選考) 

第 3 条 准教授の選考は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当する

にふさわしい教育上の能力を有すると認められる者について行う。 

(1) 前条各号のいずれかに該当する者 

(2) 大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴(外国におけるこれらに相当する

職員としての経歴を含む。)のある者 

(3) 修士の学位又は学位規則第 5条の 2に規定する専門職学位(外国において授与されたこ

れに相当する学位を含む。)を有する者 

(4) 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者 

(5) 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者 

(講師の選考) 

第 4 条 講師の選考は、次の各号のいずれかに該当する者について行う。 
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(1) 第 2 条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者 

(2) その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能

力を有すると認められる者 

(助教の選考) 

第 5 条 助教の選考は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するに

ふさわしい教育上の能力を有すると認められる者について行う。 

(1) 第 2 条各号又は第 3条各号のいずれかに該当する者 

(2) 修士の学位(医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨

床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程を修

了した者については、学士の学位)又は学位規則第 5条の 2に規定する専門職学位(外国に

おいて授与されたこれらに相当する学位を含む。)を有する者 

(3) 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者 

(助手の選考) 

第 6 条 助手の選考は、次の各号のいずれかに該当する者について行う。 

(1) 学士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有する者 

(2) 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者 

(雑則) 

第 7 条 国立大学法人熊本大学学内規則取扱要項(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 2条第 1項に規定

する部局(各学部、情報融合学環、大学院各教育部、先進軽金属材料国際研究機構、キャンパ

スミュージアム推進機構、各研究機構及び附属図書館を除く。)において必要がある場合は、

学長の承認を得て、この基準に関する内規を定めることができる。 

附 則 

1 この基準は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この基準の施行の日前に、廃止前の熊本大学教員選考基準(昭和 28 年 4 月 26 日制定)により

選考された者については、この基準により選考されたものとみなす。 

附 則(平成 19 年 3 月 26 日基準第 2号) 

この基準は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 27 日基準第 4号) 

この基準は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 12 月 24 日基準第 5号) 

この基準は、平成 22 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25 年 3 月 28 日基準第 1号) 

この基準は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 27 年 3 月 26 日基準第 1号) 

この基準は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 23 日基準第 3号) 

この基準は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 31 年 3 月 28 日基準第 2号) 

この基準は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 6月 27 日基準第 7号) 

この基準は、令和元年 7月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 3月 28 日基準第 3号) 

この基準は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 6月 27 日基準第 5号) 

1 この基準は、令和 6年 7月 1日から施行する。 

2 この基準による改正後の第 2条第 4号の規定の適用については、この基準の施行前における

専任の講師の経歴及び大学設置基準等の一部を改正する省令(令和 4年文部科学省令第 34 号)

附則第 4条第 1項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における専任の講師の

経歴は、基幹教員としての講師の経歴とみなす。 
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○熊本大学教授会規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 164 号) 

改正 平成 20 年 3月 27 日規則第87 号 平成 21 年 3月 26 日規則第59 号 

平成 21 年 12 月 24 日規則第 246 号 平成 23 年 11 月 24 日規則第 157 号 

平成 25 年 3月 29 日規則第108 号 平成 26 年 4月 30 日規則第52 号 

平成 27 年 1月 22 日規則第3号 平成 28 年 3月 31 日規則第234 号 

平成 28 年 5月 31 日規則第380 号 平成 29 年 3月 31 日規則第170 号 

平成 30 年 3月 22 日規則第69 号 平成 31 年 3月 28 日規則第46 号 

令和 3年 2月 24 日規則第 13 号 令和 5年 2月 22 日規則第 14 号 

令和 6年 1月 25 日規則第 9号 
 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、国立大学法人熊本大学法人基本規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「規

則」という。)第 50 条第 4項の規定に基づき、教授会に関し必要な事項を定める。 

(教授会) 

第 2 条 各学部、情報融合学環、大学院教育学研究科、大学院各研究部、大学院各教育部及び

病院(以下「学部等」という。)に、教授会を置く。 

2 教授会は、学長が次に掲げる事項(大学院各研究部及び病院の教授会にあっては第 3号に限

る。)について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(1) 学生の入学、卒業及び課程の修了 

(2) 学位の授与 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くこと

が必要なものとして学長が定めるもの 

3 教授会は、前項に規定するもののほか、学部等の長がつかさどる教育研究に関する事項につ

いて審議し、並びに学長及び学部等の長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

第 3条 各研究所、熊本創生推進機構、半導体・デジタル研究教育機構、学内共同教育研究施

設で次に掲げるもの及びヒトレトロウイルス学共同研究センターに、教授会として運営委員

会(半導体・デジタル研究教育機構及びヒトレトロウイルス学共同研究センターにあっては、

運営会議。以下同じ。)を置く。 

くまもと水循環・減災研究教育センター 

先進マグネシウム国際研究センター 

生命資源研究・支援センター 

2 前項の運営委員会は、教育又は研究に関する重要な事項で、当該運営委員会の意見を聴くこ

とが必要なものとして学長が定めるものについて決定を行うに当たり意見を述べるものとす

る。 

第 4条 大学院先導機構、大学教育統括管理運営機構、学内共同教育研究施設で前条第 1項に

掲げる組織以外の組織及び保健センターにあっては、熊本大学に、教授会として学内共同教

育研究施設等の人事等に関する委員会を置く。 
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2 前項の委員会は、同項に規定する組織の教育又は研究に関する重要な事項で、当該委員会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めるものについて決定を行うに当たり意見を述

べるものとする。 

第 5条 前条第 1項の組織の専任の教授は、学部等のいずれかの教授会に所属するものとす

る。 

第 6条 教授会(第 3条第 1項の運営委員会及び第 4条第 1項の委員会を含む。以下同じ。)を

置く組織の長(学内共同教育研究施設等の人事等に関する委員会にあっては、学長。以下同

じ。)は、教員の採用及び昇任のための選考について教授会が審議する場合において、本学の

教員人事の方針を踏まえ、その選考に関し、意見を述べることができる。 

第 7条 教授会に、議長を置き、当該教授会を置く組織の長をもって充てる。 

2 議長は、教授会を主宰する。 

第 8条 教授会は、その定めるところにより、教授会に属する職員のうちの一部の者をもって

構成される代議員会、専門委員会等(以下「代議員会等」という。)を置くことができる。 

2 教授会は、その定めるところにより、代議員会等の議決をもって、教授会の議決とすること

ができる。 

第 9条 教授会は、構成員の 3分の 2以上が出席しなければ議事を開き、議決することができ

ない。 

2 教授会の議事は、出席した構成員の半数以上であって、教授会が別に定める割合以上の多数

をもって決する。 

(雑則) 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、教授会及び代議員会等の組織運営等に関し必要な事項

は、当該組織の長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20 年 3 月 27 日規則第 87 号) 

1 この規則は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

2 大学院文学研究科及び大学院法学研究科の研究科委員会については、改正後の第 10 条の規

定にかかわらず、平成 20年 3 月 31 日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなく

なる日までの間、存続するものとする。 

附 則(平成 21 年 3 月 26 日規則第 59 号) 

この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 12 月 24 日規則第 246 号) 

この規則は、平成 22 年 1 月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 23 年 11 月 24 日規則第 157 号) 

この規則は、平成 23 年 12 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25 年 3 月 29 日規則第 108 号) 

この規則は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 26 年 4 月 30 日規則第 52 号) 

この規則は、平成 26 年 5 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 1 月 22 日規則第 3号) 

この規則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 31 日規則第 234 号) 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 5 月 31 日規則第 380 号) 

この規則は、平成 28 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 31 日規則第 170 号) 

この規則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 22 日規則第 69 号) 

1 この規則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

2 大学院自然科学研究科の教授会については、第 2条第 1項の規定にかかわらず、平成 30 年 3

月 31 日に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなる日までの間、存続するもの

とする。 

附 則(平成 31 年 3 月 28 日規則第 46 号) 

この規則は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3年 2月 24 日規則第 13 号) 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 5年 2月 22 日規則第 14 号) 

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 1月 25 日規則第 9号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○熊本大学教育学部教授会規則 

(平成 16 年 4 月 1 日規則第 171 号) 

改正 平成 22 年 1月 13 日規則第2号 平成 22 年 9月 8 日規則第 276 号 

平成 23 年 1月 12 日規則第69 号 平成 27 年 3月 19 日規則第143 号

平成 29 年 2月 22 日規則第41 号 平成 30 年 2月 14 日規則第21 号 

令和 2年 3月 11 日規則第 98 号 
 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、熊本大学教授会規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 10 条の規定に基づき、

熊本大学教育学部教授会(以下「教授会」という。)に関し必要な事項を定める。 

(組織) 

第 2 条 教授会は、次に掲げる者であって、教育学部、特別支援教育特別専攻科及び養護教諭

特別別科の教育課程の運営に携わるもの(兼担を除く。)をもって組織する。 

(1) 大学院教育学研究科の専任の教授、准教授及び講師 

(2) 大学院人文社会科学研究部の専任の教授、准教授及び講師 

(3) 大学院先端科学研究部の専任の教授、准教授及び講師 

(4) 大学院生命科学研究部の専任の教授、准教授及び講師 

(5) 大学教育統括管理運営機構の専任の教授、准教授及び講師 

(審議事項) 

第 3 条 教授会は、学長が熊本大学教授会規則第 2条第 2項に定める事項について決定を行う

に当たり意見を述べるものとする。 

2 教授会は、前項に規定するもののほか、学部長がつかさどる教育研究に関する次の事項につ

いて審議し、並びに学長及び学部長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

(1) 学生の除籍及び懲戒に関する事項 

(2) その他学部の教育研究に関する重要事項 

(会議) 

第 4 条 教授会は、定例教授会又は臨時教授会とする。 

2 教授会に、議長を置き、学部長をもって充てる。 

3 学部長が職務を遂行できないときは、あらかじめ学部長が指名する者がその職務を代行す

る。 

(定足数) 

第 5 条 教授会は、構成員の 3分の 2以上が出席しなければ議事を開き、議決することができ

ない。 

2 職務による海外渡航中の者は、構成員の数に算入しないものとする。 

(議事) 

第 6 条 教授会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。ただし、学部長候補者の選考に関する事項は、出席した構成員の 3分

の 2以上をもって決する。 
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(構成員以外の出席) 

第 6 条の 2 学部長は、教授会の構成員以外の者について、必要と認める場合は、教授会への出

席を認めることができる。 

(運営会議等) 

第 7 条 教授会に、運営会議その他必要な委員会(以下「運営会議等」という。)を置く。 

2 前項の運営会議等に関し必要な事項は、学部長が別に定める。 

(事務) 

第 8 条 教授会の事務は、教育研究支援部人社・教育系事務課において処理する。 

(雑則) 

第 9 条 この規則に定めるもののほか、教授会の運営に関し必要な事項は、学部長が別に定め

る。 

附 則 

この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 1 月 13 日規則第 2号) 

この規則は、平成 22 年 1 月 13 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 9 月 8 日規則第 276 号) 

この規則は、平成 22 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 1 月 12 日規則第 69 号) 

この規則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 19 日規則第 143 号) 

この規則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 2 月 22 日規則第 41 号) 

この規則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 2 月 14 日規則第 21 号) 

この規則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 2年 3月 11 日規則第 98 号) 

この規則は、令和 2年 4月 1日から施行する。 
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教育学部教授会の下に設置する各種委員会
種別 委員会等 ＊は教育学研究科と共通

教育学部・教育学研究科運営会議＊
予算・施設委員会＊
教員人事・業績評価委員会＊
教務委員会
教育実習委員会
厚生・就職委員会
入試・広報委員会
教育・研究活動推進委員会＊
人権教育委員会＊
国際交流委員会＊
紀要編集委員会＊
情報処理委員会＊
特別支援教育特別専攻科運営委員会
養護教諭特別別科運営委員会
附属教育実践総合センター運営委員会

管理運営に関する委員会

教育・研究に関する委員会

その他の委員会
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○国立大学法人熊本大学自己点検・評価に関する規則 

(令和 3年 3月 24 日規則第 80 号) 

改正 令和 4年 3月 14 日規則第28 号 令和 5年 3月 20 日規則第72 号 

令和 6年 3月 27 日規則第144 号 令和 7年 3月 27 日規則第120 号
 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、国立大学法人熊本大学法人基本規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 10 条第 4

項の規定に基づき、国立大学法人熊本大学(以下「本学」という。)が教育研究水準の向上を

図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、本学における教育及び研究並びに組織及

び運営の状況について自ら行う点検及び評価(以下「自己点検・評価」という。)に関し必要

な事項を定める。 

(自己点検・評価の領域) 

第 2 条 自己点検・評価の対象とする領域(以下「自己点検・評価領域」という。)は、別表の

左欄に掲げるとおりとする。 

(統括責任者) 

第 3 条 本学に、自己点検・評価統括責任者(以下「統括責任者」という。)を置き、学長をも

って充てる。 

2 統括責任者は、自己点検・評価に係る業務を統括する。 

(推進責任者) 

第 4 条 本学に、自己点検・評価推進責任者(以下「推進責任者」という。)を置き、別表の左

欄に掲げる自己点検・評価領域に応じ、別表の中欄に掲げる者をもって充てる。 

2 推進責任者は、自己点検・評価に関する業務を掌理する。 

(推進責任者による自己点検・評価等) 

第 5 条 推進責任者は、別表の右欄に掲げる会議又は委員会(以下「所掌会議等」という。)の

議を経て、評価項目を定めるものとする。 

2 推進責任者は、事業年度ごとに、前項の評価項目について、自己点検・評価を実施する。 

3 推進責任者は、前項の自己点検・評価を実施するに当たって、必要に応じて、学生、卒業生

若しくは修了生又は卒業生若しくは修了生の主な雇用者その他の関係者から意見を聴取する

ものとする。 

4 推進責任者は、第 2項の自己点検・評価の結果を国立大学法人熊本大学大学評価会議(以下

「大学評価会議」という。)に報告するものとする。 

5 推進責任者は、前項の自己点検・評価の結果に改善が必要な事項があると認めたときは、所

掌会議等の議を経て、改善計画を定め、大学評価会議に報告するとともに、改善を実施する

ものとする。 

6 推進責任者は、前項の改善の実施状況を、事業年度ごとに、大学評価会議に報告するものと

する。 

(大学評価会議による自己点検・評価等) 
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第 6条 大学評価会議は、前条第 4項の自己点検・評価の結果、同条第 5項の改善計画及び同

条第 6項の改善の実施状況(以下「推進責任者による自己点検・評価の結果等」という。)に

基づき、原則として 6事業年度ごとに、前条第 1項の評価項目について、自己点検・評価を

実施する。 

2 大学評価会議は、前項の自己点検・評価の結果を統括責任者に報告するものとする。 

(統括責任者による改善指示) 

第 7 条 統括責任者は、前条第 2項の自己点検・評価の結果に改善が必要な事項があると認め

たときは、推進責任者に改善計画の策定を指示するものとする。 

2 推進責任者は、前項の指示を受けた場合は、所掌会議等の議を経て、改善計画を定め、統括

責任者に報告するものとする。 

3 統括責任者は、前項の改善計画に基づき、推進責任者に改善を指示するものとする。 

4 推進責任者は、前項の指示に基づき、改善を実施するものとする。 

(外部評価の実施) 

第 8 条 統括責任者は、自己点検・評価の結果について、必要に応じて、本学の職員以外の者

による評価を受けるものとする。 

(公表) 

第 9 条 大学評価会議は、自己点検・評価の結果を、本学のホームページ等で公表するものと

する。 

(事務) 

第 10 条 自己点検・評価に関する事務は、経営企画本部において処理する。 

(雑則) 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、自己点検・評価に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 4年 3月 14 日規則第 28 号) 

この規則は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 5年 3月 20 日規則第 72 号) 

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 3月 27 日規則第 144 号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 7年 3月 27 日規則第 120 号) 

この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

別表(第 2条、第 4条、第 5条関係) 
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評価領域 推進責任者 所掌会議等 

教育 教育・学生支援担当の理事 
国立大学法人熊本大学教育会議カリキュラム評価委

員会 

施設管理 総務・財務・施設担当の理事 国立大学法人熊本大学施設・環境委員会 

設備(ICT) 
情報ガバナンスを所掌する副

学長 
国立大学法人熊本大学 ICT 戦略会議 

設備(図

書) 
附属図書館長 熊本大学附属図書館運営委員会 

学生支援 教育・学生支援担当の理事 熊本大学学生委員会 

入学者受

入 
入試・高大連携担当の副学長 熊本大学入学試験委員会 

研究 
研究・グローバル戦略担当の

理事 
国立大学法人熊本大学研究推進会議 

社会貢献 研究開発戦略本部長 熊本大学研究開発戦略本部運営委員会 

国際 グローバル推進機構長 熊本大学グローバル推進機構会議 
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○国立大学法人熊本大学大学評価会議規則 

(平成 19 年 3 月 22 日規則第 52 号) 

改正 平成 20 年 3 月 27 日規則第 80 号 平成 21 年 3 月 26 日規則第 61 号 

平成 21 年 12 月 24 日規則第 252 号 平成 22 年 9 月 30 日規則第 134 号

平成 23 年 3 月 24 日規則第 27 号 平成 25 年 4 月 1 日規則第63 号 

平成 28 年 3 月 31 日規則第 155 号 平成 29 年 3 月 31 日規則第 113 号

平成 30 年 3 月 22 日規則第 104 号 平成 31 年 3 月 29 日規則第 40 号 

令和 3年 3月 31 日規則第105 号 令和 3年 12 月 28 日規則第 230 号

令和 6年 3月 27 日規則第56 号 
 

(設置) 

第 1 条 国立大学法人熊本大学法人基本規則(平成 16 年 4 月 1 日制定。以下「規則」という。)

第 29 条第 1項の規定に基づき、国立大学法人熊本大学に、国立大学法人熊本大学大学評価会

議(以下「大学評価会議」という。)を置く。 

(組織) 

第 2 条 大学評価会議は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 大学改革・評価担当の理事 

(2) 学長が指名する理事 2 人 

(3) 国立大学法人熊本大学自己点検・評価に関する規則(令和 3年 3月 24 日制定)第 4条に

規定する自己点検・評価推進責任者 

(4) 文学部、法学部、大学院人文社会科学研究部及び大学院社会文化科学教育部の副部局長

のうちから選出された者 3 人 

(5) 教育学部及び大学院教育学研究科の副部局長のうちから選出された者 1 人 

(6) 理学部、工学部、情報融合学環、大学院先端科学研究部及び大学院自然科学教育部の副

部局長のうちから選出された者 3 人 

(7) 医学部、薬学部、大学院生命科学研究部、大学院医学教育部、大学院保健学教育部及び

大学院薬学教育部の副部局長のうちから選出された者 4 人 

(8) 病院の副部局長 

(9) 経営企画本部長 

(10) その他学長が必要と認めた者 

2 前項第 10 号の委員は、学長が委嘱する。 

3 第 1 項第 10 号の委員の任期は学長が委嘱の都度定めるものとし、再任を妨げない。 

(任務) 

第 3 条 大学評価会議は、次に掲げる事項を行う。 

(1) 自己点検・評価の基本方針及び具体的施策の策定に関すること。 

(2) 自己点検・評価の実施及び結果の公表に関すること。 

(3) 自己点検・評価の結果に基づく改善に関すること。 
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(4) 第三者評価への対応に関すること。 

(5) その他大学評価に関し議長が必要と認めた事項 

(議長) 

第 4 条 大学評価会議に、議長を置き、大学改革・評価担当の理事をもって充てる。 

2 議長は、大学評価会議を主宰する。 

3 議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する者がその職務を代行する。 

(議事) 

第 5 条 大学評価会議は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決することができ

ない。 

2 大学評価会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

(意見の聴取) 

第 6 条 議長は、必要があるときは、委員以外の者を大学評価会議に出席させ、意見を聴くこ

とができる。 

(委員会等) 

第 7 条 大学評価会議に、委員会及びワーキンググループを置くことができる。 

2 委員会及びワーキンググループに関し必要な事項は、別に定める。 

(事務) 

第 8 条 大学評価会議の事務は、経営企画本部において処理する。 

(雑則) 

第 9 条 この規則に定めるもののほか、大学評価会議の運営に関し必要な事項は、議長が別に

定める。 

附 則 

1 この規則は、平成 19年 4 月 1 日から施行する。 

2 国立大学法人熊本大学大学評価会議規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)及び国立大学法人熊本大

学大学評価本部規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)は、廃止する。 

附 則(平成 20 年 3 月 27 日規則第 80 号) 

この規則は、平成 20 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 3 月 26 日規則第 61 号) 

この規則は、平成 21 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年 12 月 24 日規則第 252 号) 

この規則は、平成 22 年 1月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 9 月 30 日規則第 134 号) 
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この規則は、平成 22 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 3 月 24 日規則第 27 号) 

この規則は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 25 年 4 月 1 日規則第 63 号) 

この規則は、平成 25 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 31 日規則第 155 号) 

この規則は、平成 28 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3 月 31 日規則第 113 号) 

この規則は、平成 29 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 22 日規則第 104 号) 

この規則は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 31 年 3 月 29 日規則第 40 号) 

この規則は、平成 31 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3年 3月 31 日規則第 105 号) 

この規則は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 12 月 28 日規則第 230 号) 

この規則は、令和 4年 1月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 3月 27 日規則第 56 号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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○熊本大学ファカルティ・ディベロップメント委員会規則 

(平成 23 年 3 月 24 日規則第 34 号) 

改正 平成 23 年 3 月 28 日規則第 71 号 平成 23 年 7 月 28 日規則第 95 号 

平成 24 年 12 月 27 日規則第 129 号 平成 26 年 4 月 30 日規則第 59 号 

平成 28 年 3 月 31 日規則第 207 号 平成 28 年 5 月 31 日規則第 334 号

平成 29 年 3 月 31 日規則第 152 号 平成 30 年 3 月 22 日規則第 147 号

平成 30 年 4 月 26 日規則第 194 号 平成 31 年 3 月 28 日規則第 229 号

令和 5年 3月 23 日規則第129 号 令和 6年 3月 27 日規則第97 号 

令和 6年 4月 25 日規則第212 号 
 

(趣旨) 

第 1 条 熊本大学大学教育統括管理運営機構規則(平成 28 年 5 月 26 日制定)第 20 条第 2項の規

定に基づき、熊本大学ファカルティ・ディベロップメント委員会(以下「委員会」という。)

に関し、必要な事項を定める。 

(組織) 

第 2 条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 大学教育統括管理運営機構副機構長(以下「副機構長」という。) 

(2) 大学教育統括管理運営機構教養教育実施本部長 

(3) 半導体・デジタル研究教育機構附属情報統括センター長 

(4) 各学部(医学部にあっては、医学科及び保健学科とする。以下同じ。)、情報融合学環、

大学院教育学研究科及び大学院各教育部のファカルティ・ディベロップメント(以下「ＦＤ」

という。)を担当する委員会等から選出された教員 各 1人 

(5) 大学教育統括管理運営機構から選出された教員 1 人 

(6) 半導体・デジタル研究教育機構総合情報学部門教授システム学分野から選出された教員

 1 人 

(7) 学生支援部教育支援課長 

(8) その他委員長が必要と認めた者 

2 前項第 4号の規定にかかわらず、特段の事由(学部等のＦＤを担当する教員が研究科等のＦ

Ｄについても担当する場合等をいう。)がある場合は、学部及び研究科又は学部及び教育部か

ら 1人を選出することができる。 

3 第 1 項第 4号の委員のうち情報融合学環から選出された者は、同項第 6号の委員を兼ねるこ

とができる。 

4 第 1 項第 1号及び第 2号の委員は、同項第 5号の委員を兼ねることができる。 

5 第 1 項第 4 号から第 6 号まで及び第 8 号の委員は、大学教育統括管理運営機構長が委嘱する。 

6 第 1 項第 4号から第 6号まで及び第 8号の委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。 

7 第 1 項第 4号から第 6号まで及び第 8号の委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、

前項の規定にかかわらず、前任者の残任期間とする。 
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(審議事項) 

第 3 条 委員会は、次に掲げる事項について、審議する。 

(1) 教育を中心とした全学的なＦＤの実施に関すること。 

(2) その他ＦＤの実施に関し委員長が必要と認めた事項 

(委員長等) 

第 4 条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

2 委員長は、副機構長をもって充てる。 

3 副委員長は、委員長が指名する。 

4 委員長は、委員会を主宰する。 

5 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行する。 

(議事) 

第 5 条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決することができない。 

2 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

(意見の聴取) 

第 6 条 委員長は、必要があるときは、委員以外の者を委員会に出席させ、意見を聴くことが

できる。 

(専門委員会等) 

第 7 条 委員会に、専門的事項を調査審議するため、専門委員会及びワーキンググループを置

くことができる。 

(事務) 

第 8 条 委員会の事務は、学生支援部教育支援課において処理する。 

(雑則) 

第 9 条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

附 則 

この規則は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 3 月 28 日規則第 71 号) 

この規則は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23 年 7 月 28 日規則第 95 号) 

この規則は、平成 23 年 8月 1 日から施行する。 

附 則(平成 24 年 12 月 27 日規則第 129 号) 

1 この規則は、平成 25年 4 月 1 日から施行する。 
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2 熊本大学教養教育機構運営委員会教養教育ＦＤ委員会細則(平成 23 年 8 月 1 日制定)は、廃

止する。 

附 則(平成 26 年 4 月 30 日規則第 59 号) 

この規則は、平成 26 年 5月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月 31 日規則第 207 号) 

この規則は、平成 28 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 5 月 31 日規則第 334 号) 

1 この規則は、平成 28年 6 月 1 日から施行する。 

2 この規則施行後、最初に委嘱される第 2条第 1項第 4号から第 6号まで及び第 8号の委員の

任期は、同条第 4項の規定に関わらず、平成 30年 3 月 31 日までとする。 

3 この規則施行後、平成 28 年 9 月 30 日までの間における委員長は、第 4条第 2項の規定に関

わらず、この規則施行の日の前日に委員長であった者とする。 

附 則(平成 29 年 3 月 31 日規則第 152 号) 

この規則は、平成 29 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 22 日規則第 147 号) 

この規則は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 4 月 26 日規則第 194 号) 

この規則は、平成 30 年 5月 1 日から施行する。 

附 則(平成 31 年 3 月 28 日規則第 229 号) 

この規則は、平成 31 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(令和 5年 3月 23 日規則第 129 号) 

この規則は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 3月 27 日規則第 97 号) 

この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 4月 25 日規則第 212 号) 

この規則は、令和 6年 4月 25 日から施行する。 
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教育学部 養護教諭養成課程 カリキュラムツリー
ディプロマポリシー：教育学部は、幼児・児童・生徒の心身の発達を長期的・連続的かつ多面的・多角的な視点から理解し支援するための確かな専門性と、現代社会の複雑で多様な教育課題に柔軟に対応できるしなやかな実践力を兼ね備えた、人間性の豊か
な学校教員の養成を目的とします。養護教諭養成課程では、広い視野、深い教養と思いやりの心をもった豊かな人間性を基盤とした養護教諭を養成します。そのために、健康相談活動を含む健康管理、健康教育に必要な知識・技術を修得する養護専門科目、及び
発展途上にある子どもたちを専門的立場から理解し、教育方法等の理論と技術を修得する教職専門科目を学びます。これにより養護教諭養成課程では、子どもと教育に対する幅広い関心を持ち、論理的思考力を身に付けた高度の教育実践力、子どもの心身の健康
課題への対応力を備えた養護教諭の養成を目標としています。このことを踏まえ、教育学部の学修成果、及び以下に示す大学が定める学修成果を達成すべく編成・実施された教育課程において、教養教育では幅広い分野の知識、分野の特性に応じた知識・能力を
身に付けるとともに、所定の単位を修得し、以下の資質・能力を身に付けた者に、学士（教育学）の学位を授与します。
1. 発達途上にある子どもたちの体と心の問題に対して、専門的な立場から理解し、実践的に対応・指導できる。 2. 健康管理、健康教育、健康相談活動に関する専門的知識を身につけ、課題を分析し、解決するために活用できる。
3. 子どもたちの体と心の諸問題を広い視野で多面的に捉え問題を解決することができる。 4. 学校内外の人たちと、協働しながら解決していくためのコミュニケーションができる。

４
年
次

３
年
次

２
年
次

１
年
次

カリキュラムポリシー：1.教養教育科目については、教員等に求められる資質能力を高めるために、豊かな人間性の基盤となる広い視野と深い教養を身に付ける科目を配置します。
2．養護教諭に求められる資質能力を高めるために、必要な知識・技術を学ぶ専門科目、及び発達途上にある子どもたちを専門的立場から理解し、教育方法等の理論と技術を修得する教職専門科目等から総合的に学修すること
ができる。
3．保健管理、保健教育、健康相談活動、保健室経営、保健組織活動に当たる養護教諭に必要な専門的内容について体系的、段階的、個別的にバランスよく学修することができる。
4.４年間にわたる学修の集大成として、学生自ら定めた研究課題について取り組む卒業研究

卒 業 論 文

教育の基礎的理解に関
する科目等

必修

選択必修

選択

教職実践基礎セミナー

教育実習（附属学校）

教職実践演習

教育実習（ガイダンス）

教育実習（観察実習）

教育実践に関する科目

教育実習（協力校）

中等保健科指導法Ⅰ

中等保健科指導法Ⅱ

中等保健科指導法Ⅲ

中等保健科指導法Ⅳ

教科の指導法

性に関する指導

解剖学 衛生学

公衆衛生学Ⅰ生理学

養護学概論Ⅰ

選択科目

微生物学・免疫学

外科学

養護概論Ⅱ

学校保健Ⅰ 栄養学

薬理学

看護学概説Ⅰ
選択科目

看護学実習ⅠⅡ

学校救急処置ⅠⅡ

看護学概説Ⅱ

精神保健学

臨床実習Ⅰ 予防医学

学校安全健康相談活動の理論

選択科目

選択科目

養護教諭養成の専門科目

豊かな教養 確かな専門性 創造的な知性 社会的な実践力 情報通信技術の活用力 汎用的な知力グローバルな視野

・子どもの心身の健康課題に取り
組むための健康管理・健康教育に
関連した、幅広い看護、医学、公
衆衛生、保健、健康相談等の基本
的知識と技術を身に付けている。
・保健科教員としての力量を有し、
学校現場において児童生徒の心身
の健康教育を行う中心的役割を果
たす能力を備えている。
・養護学の前提・基礎となる基本
知識・技能を身に付けている。等

・文献の読解力を身に付け、
その要点をつかめる。
・分析結果に基づいた論理的
考察、概念化能力を身に付け
ている。
・情報収集・分析方法を学習
し、研究課題設定・解決能力
を身に付け、発表・討議によ
り考えを深めることができる。

・研究グループの中で討論し、分
かりやすい発表を行うことができ
る。
・グループ内討議・発表を行うこ
とができる。
・児童生徒への対応能力を身に付
けている。
・衛生・公衆衛生教育を通し、市
民性・公共心、社会参加意欲を身
に付けている。等

・英語の文献を読解し、研究
に活用するとともに英語の活
用能力を高め、国際的な健康
に関する課題、価値観や文化
を理解し、国際的な視野の中
で考察する力を身に付けてい
る。

・研究の分析結果及び発表
のプレゼンテーション作成
を通じて、社会生活に求め
られる情報通信技術を充分
に活用することができる。
そのために必要な知識・技
能・倫理を身に付けている。

・卒業研究をまとめ論文化し
ていく過程において、文章表
現の技能や数的処理能力を身
に付けている。
・国内海外問わず様々な文献
を精読することができる。
・調査研究等において、高度
なデータの集計や処理の方法
について理解している。等

・健康管理・健康教育の推進
に必要な人文科学・社会科学、
自然科学・生命科学に対する
一般的な知識と理解を持って
いる。
・健康管理・健康教育の推進
に必要な知を高めていく主体
的な学習態度が備わっている。

教育原理AB 教育心理学AB

教職入門

教育方法学

進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

教育相談の理論及び方法

人権教育論

教職保健

学校経営学

特別支援教育の展開

生徒指導と
学校カウン
セリング

教育評価

道徳教育の理論

教育課程論

教育とICT活用

教養教育

情報基礎科目

外国語科目

肥後熊本学

体育・スポーツ
科学

暮らしの中の憲
法

教養教育

熊本・学びの最前線

現代の教育と社会AB

道徳教育の実践

特別活動・総
合的な学習の
時間の指導法

特別支援教育の基礎
児童・生徒の性的問題に

係る教育支援

養護実習

教育実習（附属特支）

教育実習（附属学校）
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